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１．はじめに 

 地方都市では中心市街地における商業機能の空洞化が

進行し，中心市街地の機能が深刻に低下しており問題と

なっている．これから高齢化社会が進展することを踏ま

えると，公共交通サービス水準向上による中心市街地へ

のアクセス性の向上は必要不可欠であると考えられる1), 2)． 

本研究では都市活動の交通行動面（回遊性・アクセス

性）に着目し，「中心市街地活性化」と「公共交通再

生」の相乗作用の創出を目指した休日低料金バス運行交

通社会実験に関して，住民および中心市街地来訪者の意

向と交通行動実態を実証的に把握する．これより，地方

都市における休日低料金バス運行による公共交通利用促

進と中心市街地のにぎわい創出効果を明確にする． 

 

２．中心市街地活性化を目指した低料金バス運行実験 

ここでは，地方都市の中心市街地活性化を目指した低

料金バス運行交通社会実験およびその効果測定調査の概

要と交通社会実験の認知度について整理する． 

 

（１）交通社会実験の概要 

対象とする徳島市の中心市街地においては，年々来訪

者が減少し，主要地点（東新町）の歩行者通行量は1987

年の16千人/日から2007年には2千人/日を下回り，にぎわ

いが喪失した状態となっている3)．また，主要な公共交

通であるバス交通に関しても，年間輸送人員は最近10 

年間でも約31％減少しており，利用者減少にともなって

総走行キロも約30％減少している4)． 

このような中心市街地と公共交通の衰退のスパイラル

に歯止めをかけ，地域再生を図ることを目的に「チャレ

ンジ！とくしま賑わいプロジェクト推進協議会」が構成

された．その具体的な取り組みの一つとして「バスに乗

ろう！交通エコライフキャンペーン」と称して，中心市 
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街地でのイベント開催と連動した休日低料金バス運行交

通社会実験（市内一律100円バス運行）を企画実施した． 

具体的には，徳島バス，徳島市営バス，小松島市営バ

スの全48路線について，2009年9月27日および2009年11

月3日の休日2日間において，大人料金額を一律100円と

するものである．通常営業での料金額は最低200円であ

り，最大では1350円の割引となっている． 

 

（２）交通社会実験に関する調査の概要 

低料金バス運行による交通社会実験の効果を測定する

ために a) 歩行者・自転車通行調査，b) 街頭アンケート

調査および c) 住民アンケート調査を実施した． 

a) 歩行者・自転車通行調査：市内一律100円バス運行に

よる中心市街地のにぎわいが創出を直接的に把握するた

め，中心市街地の主要6地点において歩行者・自転車の

通行量調査した．交通社会実験日の10:00~19:00において，

各地点の歩行者及び自転車の方向別・年齢層別（15歳以

上／15歳以下の2区分）・時間帯別通行量を測定した． 

b) 街頭アンケート調査：中心市街地来訪者について，来

訪者の構成，交通社会実験の認知状況，100円バスの利

用状況を把握するために，交通社会実験日に主要7地点

（JR徳島駅前を含む）の歩行者に対して対面アンケート

調査をおこなった．有効回収票数はそれぞれ210票（第1

回），212票（第2回）であった． 

c) 住民アンケート調査：徳島地域住民について，第1回

交通社会実験日のバス利用実態及び中心市街地来訪状況

（事後調査），交通社会実験実施の認知状況，第2回交

通社会実験日のバス利用意向および中心市街地来訪意向

（事前調査），今後の100円バスの利用意向を把握する

ために住民アンケート調査を2009年10月中旬に実施した．

徳島市23地区及び周辺5市町の世帯を無作為抽出し，調

査票を戸別配布（3,000票）・郵送回収した．有効回収票

数は607票（回収率20.2％）であった．  

 

（３）地域住民の交通社会実験認知状況 

街頭アンケート調査および住民アンケート調査結果か

ら，交通社会実験の認知度を計測した．それぞれ調査に

おける認知状況を図－1に示す． 

第1回交通社会実験の住民全体での認知度は，事前認

知の割合は19%であり，当日認知および後日認知を加え



ても41%にとどまっている．このように，住民の交通社

会実験認知度は低く，十分な周知が課題である． 

一方，中心市街地来訪者の交通社会実験認知度は，第

1回および第2回の実験日ともに43％である．したがって，

少なくとも第1回実験日において，中心市街地来訪者の

認知度は住民全体（23%）よりも高い．これより，来訪

者の関心により認知が広まる傾向と，十分な周知により

バス利用による来訪を喚起できる可能性がうかがえる． 

 

３．低料金バス運行の効果分析 

 低料金バス運行交通社会実験の調査結果により，料金

収入面からの有効性および中心市街地のにぎわい創出効

果を検証するとともに，来訪者特性を把握する． 

 

（１）バス料金収入面からみた効果分析 

低料金バス運行に関して，料金収入面から有効性を検

証する．具体的には，各バス会社より収集した現金支払

収入データを用いて分析する．実験日と前年度比較対象

日の現金支払収入を比較して図－2に示す． 

現金支払料金収入は，前年度比較対象日よりも交通社

会実験日は第1回（△約58万円）および第2回（△約75万

円）ともに減少している．このように約37％の減収であ

り，市内一律100円バス運行は料金収入面で課題がある． 

つぎに低料金バス運行による利用促進効果をみるため

に，バス利用者数に着目する．ここでバス利用者数は計

測されていないため，現金支払料金額に基づいて，現金

支払利用者数を推計し，利用促進効果を測定することと

する．交通社会実験日におけるバスの現金支払利用者数

の推計値を，前年度比較対象日と比較して図－3に示す． 

ここで実証実験日は現金収入を運賃100円／人で除し

てバス利用者数を算定している．一方で，前年度比較対

象日は現金収入を運賃200円／人で除して算定している．

したがって，現金支払い利用者数の前年比較対象日との

差は，実際にはもう少し多いことになる． 

現金支払利用者数は，前年度比較対象日よりも交通社

会実験日は第1回（＋2149人）および第2回（＋2495人）

ともに増加している．このように，市内一律100円バス

運行は約25％の利用促進効果がある． 

 

（２）中心市街地のにぎわいに関する分析 

歩行者・自転車通行量調査結果を用いて，交通社会実

験による中心市街地の賑わい創出効果に関する分析を行

う．中心市街地の主要地点における歩行者通行量を前年

度調査結果5)と比較して図－4に示す． 

第1回実験日においては，JR徳島駅から距離のある4地

点で歩行者通行量が増加している．とくに，商店街アー

ケード内のかごや町調査地点では倍増（1千人程度増

加）である．また，時間帯別でみると13:00までの増加が 
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図－1 交通社会実験認知度 
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図－2 交通社会実験日の現金支払料金収入 
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図－3 現金支払利用者数（推計値） 
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図－4 中心市街地における歩行者通行量 

 

顕著である．一方，第2回実験日においては，新町橋東

側調査地点付近の公園で行われた集客力の高いイベント

の影響が大きく，すべての調査地点で歩行者通行量が大

幅に増加している．このようにイベントの効果もあり，

交通社会実験日には中心市街地での歩行者通行量が増加

し，各地点で賑わいが観測されている． 

 

（３）中心市街地来訪者構成の分析 

街頭アンケート調査結果を用いて，中心市街地来訪者

の構成について整理する．ここでは，低料金バスの利用

意図形成に関連して，交通機関選択の自動性を把握する

ため，既存の習慣強度計測法6)を用いて，自動車依存度

を測定する．中心市街地来訪者の自動車依存度を，住民



アンケートの調査結果と比較して図－5に示す． 

住民全体と比較すると強習慣者が少なく，中心市街地

来訪者は自動車依存度が低いことがわかる． 

 

４．低料金バス利用意向と利用実態の関係分析 

 住民アンケート調査より，低料金バスの利用実態およ

び，利用意図とバス利用実態との関連性について分析す

るとともに，今後の低料金バス常時運行に向けて，住民

の利用意向と期待される施策について分析する． 

 

（１）事後調査からみた利用実態分析 

ここでは，住民アンケート調査における事後調査結果

を用いて，低料金バスの利用実態について分析する． 

第１回交通社会実験日のバス利用者は4％と非常に少

ない．これを人口構成比に応じて拡大すると利用者数は

約9300人と推計される．これは料金収入による利用者数

推計値約10100人と概ね整合した値である． 

ここで交通社会実験日の市内一律100円バス利用者に

ついて，日常のバス利用頻度の構成を図－6に示す． 

交通社会実験日のバス利用者の36％は「ほぼ毎日」バ

スを利用しており，約80％は日常でのバス利用経験（1

回／月以上）がある．一方，バス利用が「１ヶ月に１回

未満」および「１年以上利用していない」と回答した割

合は19％（拡大ベース：1799人）である．この日常のバ

ス利用頻度が非常に低い100円バス利用者について，低

料金バス運行を利用理由と回答した割合は53%（拡大ベ

ース：953人）である．このように，日常的にはバスの

利用がないにも関わらず，低料金バス運行によりバスを

利用した住民が存在する． 

またバス利用による中心市街地への来訪者数の拡大集

計値は約6800人であり，中心市街地来訪者の30％である．

これは中心市街地での街頭アンケート調査結果における

「バス利用率」36％と概ね整合した値である．このバス

利用による中心市街地来訪者について，「バス利用頻度

が非常に低い」割合は19%（約1200人）である．このよ

うに，低料金バス運行によるバス利用来訪者数を定量的

に測定できた． 

 

（２）事前調査と利用実態の関連性の分析 

ここでは，住民アンケート調査における第2回交通社

会実験についての事前調査結果を用いて，バス利用実態

との関連性について分析する． 

第2回交通社会実験日のバス利用意向者数の拡大集計

値は約33600人 (15%)である．一方で，バス現金支払料

金収入額1256千円から推定されるバス利用者数は12560

人となる．このため，第2回交通社会実験日のバス利用

に関する行動意図一致率は37%(=12560/33600)となって

いる．このように，バス利用の意図を形成しているにも 
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図－5 中心市街地来訪者の自動車依存度 
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図－6 低料金バス利用者の日常的バス利用状況 

 

関わらず，実際には利用していない者が多数有り，これ

らの住民を利用に導いていく方策が求められる． 

つぎにバス利用意向と中心市街地来訪意向の関連性に

ついて分析する．バス利用意向と中心市街地来訪意向に

ついてクロス集計を行った結果を図－7に示す． 
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図－7 バス利用意向と中心市街地来訪意向の関連性 

 

バス利用意向がある住民の88％は中心市街地へ来訪す

る意向がみられる．またバス利用意向がない住民の中心

市街地来訪意向は6％と非常に低く，ほとんどが来訪す

る意向が無いことがわかる．このように，バス利用意向

と中心市街地来訪意向の関連性は非常に高い． 

ここで，バス利用意向及び中心市街地来訪意向がある

住民ついて，日常のバス利用頻度をみると「１ヶ月に１

回以上」はバスを利用している割合が54％である．これ

より，バス利用意向及び中心市街地来訪意向がある住民

は普段からバスを利用している割合が多い． 

一方，「日常のバス利用頻度が非常に低い」割合も

46％有り，拡大集計値では約12500人と算定される．こ

のように低料金バス運行により相当数の住民が来訪意図

を形成したことがわかる．ここでバス利用に関する行動

意図一致率37％，交通社会実験認知度41%での条件によ

り，第2回実証実験日における市内一律100円バス運行に



よる日常的非利用者の中心市街地へのバス利用来訪者数

の推計値は約1900人（=12500×0.37××0.41）と推計さ

れる．前述したように第1回実験日における市内一律100

円バス運行による日常的非利用者の中心市街地へのバス

利用来訪者数の推計値は約1200人であった．第2回実験

日のイベントによる集客効果を考慮すると，両者の関係

は概ね整合している．このように，低料金バス運行によ

る中心市街地来訪促進効果を定量的に把握できた． 

 

（３）低料金バス常時運行へ向けての整理 

中心市街地来訪者および住民全体の低料金バスの利用

意向について分析する．市内一律100円バスの利用意向

についての回答の構成を図－8に示す． 

中心市街地来訪者に関して，バス利用意向「有」の割

合は ，第1回実験日73％ ，第2回実験日72％である．一

方で，住民全体では15％と非常に低く，約40％はバスを

利用する意向が無い．したがって，住民のバス利用意向

は非常に低いものの，中心市街地来訪者の低料金バスの

利用意向は高いことがわかる． 

つぎに中心市街地への来訪を高めるために期待される

施策について，住民および来訪者の意向を図－9に示す． 

住民に期待される施策では，「大規模商業施設の立

地」が最も多く，ほほ同数で「駐車場料金の値下げ」と

なっている．一方，来訪者に期待される施策では，両実

験日ともに「低料金バスの運行」が最も多く，次いで

「駐車場料金の値下げ」となっている．このように，中

心市街地に来訪意図をもつ住民に関しては，低料金バス

運行の要望が高いことがわかる． 

 

５．おわりに 

本研究では，中心市街地活性化を意図した低料金バス

運行の利用意向および交通行動へ及ぼす影響を，交通社

会実験により実証的に把握した．本研究の成果は以下の

ように整理できる． 

[1] 中心市街地活性化と公共交通再生の相乗作用の創出

を目指した低料金バス運行実験を企画実施した．また，

中心市街地通行量調査と街頭アンケート調査及び住民

アンケート調査を実施し，住民及び来訪者の意向と交

通行動実態を把握した．一方，交通社会実験の認知度

は約 40％と十分でなく，広報に関して課題を残した． 

[2] 実験日における中心市街地主要地点の歩行者通行量

は前年値を上回るなど，低料金バス運行により中心市

街地への来訪促進効果があることが実証された．また

低料金バス運行に関して高い関心があり，特に中心市

街地来訪者のバス利用意向は高いことがわかった． 

[3] 低料金バス運行による交通社会実験には，バス利用

者数が増加するなどの実際の利用促進効果が実証され

た．一方で，低料金バスの利用意図を形成する市民は 
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図－8 低料金バスの利用意向割合 
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図－9 期待される施策 

 

多数であるが，実際にバス利用行動を実行するものは

限定されることも実証された．また，低料金バスの常

時運行に向けて、バス料金収入面が課題である． 

このように，低料金バス運行は，一定の効果が認めら

れるものの，「中心市街地活性化」と「公共交通再生」

の相乗作用の創出には至っていない．このため，この実

証実験での成果を参考に，さらなる交通社会実験を通し

て，広報活動および施策条件などを見直していくことが

今後の課題といえる． 

 

謝辞：本研究は「チャレンジ！とくしま賑わいプロジェ

クト推進協議会」により実施された各種取り組みの一環

として行われた交通社会実験と効果測定調査結果をまと

めたものである．ここに記して感謝の意を表します． 

 

参考文献 

1) 北村隆一編著：鉄道でまちづくり，学芸出版社，

2004. 
2) 交通まちづくり研究会編：交通まちづくり 世界の

都市と日本の都市に学ぶ，交通工学研究会，2006. 
3) 徳島市：徳島市中心市街地活性化基本計画，2008. 
4) 徳島市バス事業の在り方検討委員会：「バス事業の

在り方と方向性について」（答申），2008. 
5) 徳島市・徳島商工会議所：徳島市中心商店街通行量

調査結果報告書，2009. 
6) 土木計画学研究委員会編：バスサービスハンドブッ

ク，土木学会，2006. 


